
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 働き方改革関連法による時間外労働の上限規制が

建設業と運送業、医師の職種にも適用されることを受

け、「過労死等の防止のための対策に関する大綱（素

案）」が示されました。 

 

◆過労死等の再発防止対策、フリーランスへの取組等

を推進 

① 令和６年４月に全面適用となった時間外労働の

上限規制の遵守を徹底 

② 繰り返し過労死等を発生させた企業に対し、労働

局長から「過労死等の防止に向けた改善計画」の策

定を求めるなど原因究明および再発防止の指導を

強化 

③ 勤務間インターバル制度の企業における取組み

を波及させるため産業医に周知を図るとともに、同

制度の導入の必要性を感じていない企業に対する

周知を行う 

④ フリーランス・事業者間取引適正化等法の施行後

は履行確保を行うとともに、個人事業者等自身によ

る定期的な健康診断の受診等の健康管理および個

人事業者等が過度な長時間就業とならないよう、注

文者等による期日設定等に関する配慮等の取組み

を促進 

 

◆労災事案分析、労働・社会分野の調査研究内容を 

充実 

① 芸術・芸能分野を重点業種等に位置付け 

② フリーランス、高年齢者、労働時間把握が自己申

告制である労働者など、働き方や就労環境、属性等

に焦点を当てた調査を実施 

③ 過労死等の危険因子や疾患との関連の解明等の

研究や、過労死等事案の分析から得られる成果およ

び国内外の最新知見に基づき、事業場における過労

死等防止対策を支援するツール開発と効果検証等

を一体的に実施 

④ 過労死等事案についてハラスメント防止措置状

況を可能な範囲で分析 

⑤ 調査研究の成果やその他の過労死等に関する国

内外の最新情報について、専用ポータルサイトを通

じて公表 

 

◆実効ある対策に資する数値目標を追加設定 

① 労働時間について重点業種等に着目した重点的

な取組みを明記 

② 勤務間インターバル制度について導入効果が高

いと考えられる企業等に着目した数値目標を設定 

③ 公務員についても目標の趣旨を踏まえ、各職種の

勤務実態に応じた実効ある取組みを推進 

 

 長時間労働是正の一環として対策を進めましょう。 

 
【厚生労働省「「過労死等の防止のための対策に関する

大綱（素案）について」】 

https://www.mhlw.go.jp/content/11201000/001228535.

pdf 

 

 

 
 
◆明示する労働条件が追加 

 ４月１日からの改正で、ハローワークの求人票に

記載する労働条件に、「従事すべき業務の変更の範

囲」「就業場所の変更の範囲」「有期労働契約を更新

「過労死等の防止のための対策に 

関する大綱（素案）」が示されました 
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する場合の基準」の３つが追加されています。具体

的な記載のしかたを紹介します。 

 

◆従事すべき業務の変更の範囲 

 採用後、業務内容の変更予定がない場合は、「仕事

の内容」欄に「変更範囲：変更なし」と明示しま

す。異なる業務に配置する見込みがある場合は、同

欄に変更後の業務を明示します。 

 

◆就業場所の変更の範囲 

 異なる就業場所に配置する見込みがある場合は、

「転勤の可能性」欄で「１．あり」を丸で囲み、転

勤範囲を明示します。 

 

◆有期労働契約を更新する場合の基準 

 原則として更新する場合は、「契約更新の可能性」

欄で「１．あり」を丸で囲み、「原則更新」を選択し

て丸で囲みます。通算契約期間または更新回数に上

限がある場合は、「求人に関する特記事項」欄に「更

新上限：有（通算契約期間○年／更新回数○回）」と

明示します。 

 更新の可能性はあるもののそれが確実ではない場

合は、同欄で「１．あり」を丸で囲み、「条件付きで

更新あり」を選択して丸で囲みます。そして、「契約

更新の条件」欄に具体的な更新条件を記載します。

通算契約期間または更新回数に上限がある場合は、

「契約更新の条件」欄にその旨を記載します。 

 

◆記載欄に書き切れない場合 

 上記の労働条件について指定された記載欄に書き

切れない場合は、求人申込書の「求人に関する特記

事項」欄に記載します。 

 
【厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク「事業主

の皆さまへ 求人票に明示する労働条件が新たに３点追

加されるのでご留意ください」】 

https://www.hellowork.mhlw.go.jp/doc/anteihoukaise

i.pdf 

 

 

 
 

◆背景と概要 

 わが国においては、超高齢化が進行し、社会・経

済の主たる担い手である生産年齢人口が減少してい

ます。そうしたなか、仕事に就きながら家族の介護

にも従事する、いわゆる「ビジネスケアラー」の問

題が顕在化・深刻化しています。こうしたビジネス

ケアラーは 2030年時点で約 318万人となると予想さ

れています。 

従業員の仕事と介護の両立が困難になると、生産

性の低下や介護離職につながります。こうした状況

は、個々の企業にも打撃を与え、例えば中小企業に

おいては１社あたり年間 700万円以上の損失につな

がると試算されています。 

 以上の状況をうけ、経済産業省は「全ての企業の

協力が必要」とし、３月 26日、企業経営層を対象と

して、仕事と介護の両立支援の意義や進め方などを

まとめたガイドラインを公表しました。 

 

◆主なポイント 

 このガイドラインでは、各企業が法律により義務

付けられた措置を講ずることを前提として、「全企

業が取り組むべき事項としての『３つのステッ

プ』」、「企業独自の取組の充実」、そして「外部

との対話・接続を通じた両立支援の促進」を、「企

業における介護両立支援の全体像」としてまとめて

います。 

なかでも、「全企業が取り組むべき事項としての

『３つのステップ』」としては、 

①「経営層のコミットメント」（経営者によるメ

ッセージ発信や推進体制の整備など） 

②「実態の把握と対応」（社内の状況把握や指標

設定など） 

③「情報発信」（従業員に向けた「プッシュ型」

での情報提供や相談先の明示など） 

を挙げています。詳しくは下記ホームページをご覧

ください。 

 
【経済産業省「「仕事と介護の両立支援に関する経営者

向けガイドライン」を公表します」】

https://www.meti.go.jp/press/2023/03/20240326003/2

0240326003.html 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「仕事と介護の両立支援に関する経

営者向けガイドライン」（経済産業省）

が公表されています 

人事労務に関する手続き・ご相談・お問い合わせは… 

チコ労務管理事務所 
    連絡先：〒130－0014  東京都墨田区亀沢 4-19-3 

電話 ： 03-3625-2927  ＦＡＸ ： 03-6751-8185 

         


